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表紙

上記の事項につきましては、法令および定款第17条の規定に基づき、
インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.shinko.co.jp）
に掲載することにより、株主の皆様にご提供いたしております。

第87回定時株主総会招集ご通知に
際してのインターネット開示事項

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表

第87期(2021年4月1日から2022年3月31日まで)

新光電気工業株式会社
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連結注記表

連結注記表
⒈ 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
⑴ 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況
・連結子会社の数 10社
・主要な連結子会社の名称 SHINKO ELECTRONICS（MALAYSIA）SDN. BHD.

KOREA SHINKO MICROELECTRONICS CO., LTD.
SHINKO ELECTRIC AMERICA, INC.

② 非連結子会社の状況
・非連結子会社の名称 SHINKO MICROELECTRONICS（THAILAND）CO., LTD.
・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）お

よび利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を与え
ていないためであります。

⑵ 持分法の適用に関する事項
持分法を適用していない非連結子会社の状況
・非連結子会社の名称 SHINKO MICROELECTRONICS（THAILAND）CO., LTD.
・持分法を適用しない理由 持分法を適用していない非連結子会社は、連結純損益および利益剰余金等に与える影

響が軽微であり重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。
なお、当社は、関連会社を有しておりません。

⑶ 連結子会社の事業年度等に関する事項
・連結子会社の決算日 12月末　２社

 3 月末　８社
12月末日決算会社は、12月末決算により連結しております。
連結決算日の不一致による差異に重要なものがある場合には連結上調整を行うこととしております。

⑷ 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準および評価方法

イ. 有価証券の評価基準および評価方法
その他有価証券
・市場価格のない株式等 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
　以外のもの 定）を採用しております。
・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

ロ. デリバティブの評価基準および評価方法
・デリバティブ 時価法を採用しております。

ハ. 棚卸資産の評価基準および評価方法
総平均法および先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
を採用しております。
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イ. 有形固定資産（リース資
産を除く）

主に定率法によっております。ただし、当社および国内連結子会社については、
1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）ならびに2016年４
月１日以降に取得した建物附属設備および構築物については、定額法を採用しており
ます。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

イ. 退職給付見込額の期間帰
属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属
させる方法については、給付算定式基準によっております。

ロ. 数理計算上の差異および
過去勤務費用の費用処理
方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（10年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤
務年数による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処
理しております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

建物及び構築物　　　　　10～38年
機械装置及び運搬具　　　 5 ～12年

ロ. 無形固定資産 定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における
利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

ハ. リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について、リース期間を耐
用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し
ております。

ロ. 役員賞与引当金 当社は役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上し
ております。

④ 退職給付に係る会計処理の方法

⑤ 重要な収益および費用の計上基準
当社および連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容および当該履行
義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
当社グループは、半導体パッケージの開発・製造・販売を主な事業内容としております。このような製品の販売につい
ては、顧客ごとの契約条件に基づいて当該製品に対する支配を顧客に移転することにより履行義務が充足される時に収
益を認識しております。また、製品の販売について、得意先から部品を仕入、加工を行った上で加工費等を仕入価格に
上乗せして加工品を当該得意先に対して販売する取引については、売上高と売上原価を純額表示しております。なお、
製品の国内販売において、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、
出荷時に収益を認識しております。

⑥ 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。な
お、在外子会社の資産、負債、収益および費用は、在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額
は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。
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⑦ 重要なヘッジ会計の方法
イ. ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。
ロ. ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…為替予約取引、通貨オプション取引

ヘッジ対象…外貨建予定取引
ハ. ヘッジ方針 当社グループは、将来の為替の相場変動に伴うリスクの軽減を図る目的で、デリバ

ティブ取引に関する管理規定を定めており、その規定に基づきヘッジの有効性を判定
し、デリバティブ取引を行っております。

ニ. ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ対象の相場変動
またはキャッシュ・フロー変動の累計を比較勘案し、有効性を評価しております。

⑧ 消費税等の会計処理方法 税抜方式を採用しております。
⑸ 会社計算規則（平成18年２月７日　法務省令第13号、最終改正　令和３年12月13日　法務省令第45号）に基づい

て、連結計算書類を作成しております。

⒉ 会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を当
連結会計年度の期首から適用し、約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財またはサービスと
交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これにより、主に製品の出荷時点で収益認識
しておりました製品販売について、顧客ごとの契約条件に基づいて当該製品に対する支配を顧客に移転することにより
履行義務が充足される時に収益を認識する方法に変更しております。また、当社は得意先から部品を仕入、加工を行っ
た上で加工費等を仕入価格に上乗せして加工品を当該得意先に対して販売する取引を行っております。従来は、連結損
益計算書上、売上高と売上原価を総額表示しておりましたが、売上高と売上原価を純額表示するとともに、当該支給品
を棚卸資産として認識せず、有償支給取引に係る資産を認識しております。さらに、買い戻し義務を負っている有償支
給取引については、金融取引として有償支給先に残存する支給品の期末棚卸高について仕掛品として認識するととも
に、有償支給取引に係る負債を認識しております。

　なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、製品の国内販売において、
出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識してお
ります。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、当
連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余
金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　また、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手形及び売掛金」は、当連結会
計年度より「受取手形」および「売掛金」に含めて表示しております。

　この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当連結会計年度の連結貸借対照表は、売掛金は4,584百万円
減少し、商品及び製品は2,846百万円増加し、仕掛品は131百万円減少し、原材料及び貯蔵品は140百万円減少し、流
動資産その他は420百万円増加し、流動負債その他は95百万円減少しております。当連結会計年度の連結損益計算書
は、売上高は4,702百万円減少し、売上原価は3,971百万円減少し、営業利益は730百万円減少、雑収入は237百万円
減少し、経常利益および税金等調整前当期純利益はそれぞれ967百万円減少しております。当連結会計年度の期首の純
資産に累積的影響額が反映されたことにより、連結株主資本等変動計算書の利益剰余金の期首残高は366百万円減少し
ております。

　１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。
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現金及び預金 71百万円

未払費用 16百万円
⑵ 有形固定資産の減価償却累計額 322,211百万円

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 135,171,942株 0株 0株 135,171,942株

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）等を

当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項および「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第
10号　2019年７月４日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を
将来にわたって適用することといたしました。これによる連結計算書類に与える影響はありません。

　また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を行うことと
いたしました。

⒊ 会計上の見積りに関する注記
有形固定資産の減損
⑴ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当連結会計年度において、その他のセグメントに含まれる事業のうち、減損の兆候が生じている資産グループ（帳簿価
額合計1,317百万円）の減損損失の認識要否について検討し、回収可能価額が帳簿価額を上回っていると判断したた
め、減損損失は計上しておりません。

⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、原則として、事業用資産については管理会計上の事業区分等を基準としてグルーピングを行ってお
り、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。減損の兆候が生じた資産グループについて、
当該資産グループの回収可能価額が帳簿価額を下回り減損損失の認識が必要とされた場合、帳簿価額を回収可能価額ま
で減額し、当該帳簿価額の減少額は減損損失として認識されます。回収可能価額は主に使用価値により算定しておりま
すが、当連結会計年度末において減損の兆候が生じているその他のセグメントに含まれる資産グループの使用価値は、
取締役会で承認された事業計画を基礎とした将来キャッシュ・フローにより算定しており、当連結会計年度末において
は、回収可能価額が帳簿価額を十分に上回っております。事業計画は当該事業の将来の予測に関する経営陣の評価と過
去実績に基づき、外部情報および内部情報を使用して作成し、販売計画等を主要な仮定としておりますが、これらの仮
定は不確実性を伴い、将来キャッシュ・フローの見積りに重要な影響を及ぼす可能性があります。

⒋ 連結貸借対照表に関する注記
⑴ 担保資産および担保付債務

① 担保に供している資産は、次のとおりであります。

② 担保付債務は、次のとおりであります。

⒌ 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 発行済株式の総数に関する事項
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・配当金の総額 2,364百万円
・１株当たり配当額 17.5円

・配当金の総額 2,364百万円
・１株当たり配当額 17.5円

・配当金の総額 3,714百万円
・１株当たり配当額 27.5円

⑵ 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

イ. 2021年６月25日開催の第86回定時株主総会決議による配当に関する事項

・基準日　　　　　　　　　2021年３月31日
・効力発生日　　　　　　　2021年６月28日

ロ. 2021年10月26日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・基準日　　　　　　　　　2021年９月30日
・効力発生日　　　　　　　2021年11月29日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち､配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
2022年６月28日開催予定の第87回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・基準日　　　　　　　　　2022年３月31日
・効力発生日　　　　　　　2022年６月29日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

⒍ 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については安全性の高い預金等に限定し、資金調達については主に銀行借入による方針であ
ります。また、デリバティブは、将来の為替の変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針
であります。

② 金融商品の内容およびそのリスク
営業債権である受取手形および売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、製品の輸出に伴い一部の営業
債権は外貨建てであり、為替の変動リスクに晒されております。投資有価証券は、主に取引先企業との業務に関連する
株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
営業債務である買掛金および未払金等は、全てが１年以内の支払期日であります。また、その一部には、原材料等の輸
入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、恒常的に同じ外貨建ての売掛金残高の範囲
内にあります。短期借入金は、主に営業取引および設備投資に係る資金調達であります。
デリバティブ取引は、外貨建ての債権等に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした為替予約取引、通貨
オプション取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価
方法等については、「1.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記　(4)会計方針に関する事項　
⑦重要なヘッジ会計の方法」に記載しております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
　イ　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループでは、債権管理の基準等に従って、取引先ごとの期日管理および残高管理を行うとともに、主な取引先
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

⑴ 投資有価証券（※2）

その他有価証券 3 3 －

資　　　産　　　計 3 3 －

⑵ デリバティブ取引（※3）

① ヘッジ会計が適用されていないもの (1,906) (1,906) －

② ヘッジ会計が適用されているもの (596) (596) －

デリバティブ取引計 (2,502) (2,502) －

の信用状況を定期的に把握することにより、リスクの軽減を図っております。デリバティブの利用においては、信用
リスクを考慮して取引先を選定しております。
当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の連結貸借対照表価額により表
されております。

　ロ　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
当社グループでは、デリバティブ取引について、取引権限および取引限度額等を定めた当社グループの管理規定に基
づき行っております。
投資有価証券については、定期的に時価および出資先の財務状況等を把握するなどのリスク管理を行っております。

　ハ　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社グループでは、資金収支計画を作成し資金需要を把握するなどの方法により、リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる選定条件等を採用することにより、当該価額
が変動することもあります。

⑤ 信用リスクの集中
当期の連結決算日現在における営業債権のうち約40％が特定の大口顧客に対するものであります。

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）

（※1）「現金及び預金」については、現金であること、および預金ならびに「受取手形」､「売掛金」､「買掛金」､「短期借
入金」、「未払金」、「未払費用」は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載
を省略しております。

（※2）市場価格のない株式等は、「(1)投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品（非上場株式）の連結貸借対
照表計上額は43百万円であります。

（※3）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について
は、（　）で示しております。

⑶ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類してお
ります。
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時価

レベル１ レベル2 レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 3 － － 3

デリバティブ取引

通貨関連 － 10 － 10

資産計 3 10 － 14

デリバティブ取引

通貨関連 － 2,513 － 2,513

負債計 － 2,513 － 2,513

・１株当たり純資産額 1,495円28銭
・１株当たり当期純利益金額 389円58銭

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対象
となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るインプ
ットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベル
のうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
・時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

（単位：百万円）

（注）時価の算定に用いた評価技法および時価の算定に係るインプットの説明
・投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の
時価に分類しております。

・デリバティブ取引
為替予約の時価は、取引金融機関から提示された価格等により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

⒎ １株当たり情報に関する注記

　（注）「2.会計方針の変更に関する注記」に記載のとおり、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　
2020年3月31日）等を適用し、「収益認識に関する会計基準」第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って
おります。この結果、当連結会計年度の１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額はそれぞれ、7円70銭およ
び4円98銭減少しております。
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報告セグメント その他
（注） 合計プラスチック

パッケージ
メタル

パッケージ 計

一時点で移転される財 169,430 92,870 262,301 9,648 271,949
一定の期間にわたり移
転される財 － － － － －

ＩＣリードフレーム － 44,574 44,574 5,320 49,895

ＩＣパッケージ 169,430 11,219 180,650 133 180,783

気密部品 － 37,076 37,076 4,118 41,195

その他 － － － 75 75
顧客との契約から生じ
る収益 169,430 92,870 262,301 9,648 271,949

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 169,430 92,870 262,301 9,648 271,949

・契約負債（期首残高） 313百万円
・契約負債（期末残高） 5,426百万円

⒏ 収益認識に関する注記
(1)顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループの顧客との契約から生じる収益を製品の種類別、履行義務の充足時点別に分解した情報は次のとおりであり
ます。

（単位：百万円）

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主に連結子会社の事業によるものであり
ます。

(2)顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は「1.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
に関する注記　(4)会計方針に関する事項　⑤重要な収益および費用の計上基準」に記載のとおりであります。なお、取
引の対価は履行義務の充足後、概ね３ヶ月以内に受領しております。

(3)当連結会計年度および翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約資産および契約負債の残高等

契約負債は、主に製品に対する支配を顧客に移転することにより履行義務が充足される時に収益を認識する取引につい
て、将来の履行義務に関する売上代金の一部を顧客から受け取った前受金に関するものであります。契約負債は、収益
の認識に伴い取り崩されます。

② 残存履行義務に配分した取引価格
当社および連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初に予想さ
れる契約期間が1年以内の契約について注記の対象に含めておりません。なお、当連結会計年度末における未充足の履
行義務は64,722百万円であり、全て１年以内に収益として認識されると見込んでおります。
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⒐ その他の注記
（追加情報）
（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積りについて）

新型コロナウイルス感染症の影響について、当社グループへの影響は、事業や地域によってその影響や程度が異なるもの
の、売上等への影響が限定的であることから、固定資産の減損や繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りに関し
て、当連結会計年度末の見積りに大きな影響を与えるものではないと判断しております。
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・市場価格のない株式等以外
のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）を採用しております。

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

① 有形固定資産（リース資産
を除く）

定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属
設備を除く。）ならびに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備および構築物
については、定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりでありま
す。

・退職給付見込額の期間帰属
方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させ
る方法については、給付算定式基準によっております。

・数理計算上の差異および過
去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（10年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務年
数による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理してお
ります。

個別注記表
⒈ 重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴ 資産の評価基準および評価方法

① 子会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。
② その他有価証券

③ デリバティブ 時価法を採用しております。
④ 棚卸資産

・製品・仕掛品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）を採用しております。

・原材料・貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法
により算定）を採用しております。

⑵ 固定資産の減価償却の方法

建物及び構築物　　　10～38年
機械及び装置　　　　 5 ～12年

② 無形固定資産 定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における
利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③ リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について、リース期間を耐
用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

⑶ 引当金の計上基準
① 貸倒引当金 売上債権等の貸倒損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権について個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
② 役員賞与引当金 役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上しておりま

す。
③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産

の見込額に基づき計上しております。
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⑷ 収益および費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容および当該履行義務を充足する通常
の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
当社は、半導体パッケージの開発・製造・販売を主な事業内容としております。このような製品の販売については、顧客
ごとの契約条件に基づいて当該製品に対する支配を顧客に移転することにより履行義務が充足される時に収益を認識して
おります。また、製品の販売について、得意先から部品を仕入、加工を行った上で加工費等を仕入価格に上乗せして加工
品を当該得意先に対して販売する取引については、売上高と売上原価を純額表示しております。なお、製品の国内販売に
おいて、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識
しております。

⑸ 退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけ
るこれらの会計処理の方法と異なっております。

⑹ 外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

⑺ ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…為替予約取引、通貨オプション取引

ヘッジ対象…外貨建予定取引
③ ヘッジ方針 当社は、将来の為替の相場変動に伴うリスクの軽減を図る目的で、デリバティブ取引

に関する管理規定を定めており、その規定に基づきヘッジの有効性を判定し、デリバ
ティブ取引を行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ対象の相場変動
またはキャッシュ・フロー変動の累計を比較勘案し、有効性を評価しております。

⑻ 消費税等の会計処理方法 税抜方式を採用しております。
⑼ 会社計算規則（平成18年２月７日　法務省令第13号、最終改正　令和３年12月13日　法務省令第45号）に基づい

て、計算書類を作成しております。

⒉ 会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を当
事業年度の期首から適用し、約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財またはサービスと交換
に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これにより、主に製品の出荷時点で収益認識して
おりました製品販売について、顧客ごとの契約条件に基づいて当該製品に対する支配を顧客に移転することにより履行
義務が充足される時に収益を認識する方法に変更しております。また、当社は得意先から部品を仕入、加工を行った上
で加工費等を仕入価格に上乗せして加工品を当該得意先に対して販売する取引を行っております。従来は、損益計算書
上、売上高と売上原価を総額表示しておりましたが、売上高と売上原価を純額表示するとともに、当該支給品を棚卸資
産として認識せず、有償支給取引に係る資産を認識しております。また、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第
104項に定める代替的な取扱いを適用し、買い戻し義務を負っている有償支給取引については、支給品の譲渡時に当該
支給品の消滅を認識しております。

　なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、製品の国内販売において、
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⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 303,626百万円

① 短期金銭債権 10,855百万円
② 短期金銭債務 2,091百万円

出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識してお
ります。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、当
事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の繰越利益剰余金に
加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当事業年度の貸借対照表は、売掛金は4,608百万円減少し、
商品及び製品は2,862百万円増加し、仕掛品は209百万円減少し、原材料及び貯蔵品は140百万円減少し、流動資産そ
の他は420百万円増加し、流動負債その他は172百万円減少しております。当事業年度の損益計算書は、売上高は
4,724百万円減少し、売上原価は3,988百万円減少し、営業利益は735百万円減少、雑収入は239百万円減少し、経常
利益および税引前当期純利益はそれぞれ975百万円減少しております。当事業年度の期首の純資産に累積的影響額が反
映されたことにより、株主資本等変動計算書の繰越利益剰余金の期首残高は366百万円減少しております。

　１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）等を

当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項および「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　
2019年７月４日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来に
わたって適用することといたしました。これによる計算書類に与える影響はありません。

⒊ 会計上の見積りに関する注記
繰延税金資産の回収可能性
⑴ 当事業年度の計算書類に計上した金額
　繰延税金資産3,161百万円（詳細は「7.税効果会計に関する注記」に記載のとおりであります。）
⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

繰延税金資産は、将来減算一時差異のうち、将来課税所得に対して利用できる可能性が高いものに限り認識しておりま
す。課税所得が生じる時期および金額は、取締役会で承認された事業計画を基礎とし、販売計画等を主要な仮定として
おりますが、これらの仮定は不確実性を伴い、繰延税金資産の回収可能性に重要な影響を与える可能性があります。

⒋ 貸借対照表に関する注記

⑵ 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
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① 売上高 31,288百万円
② 仕入高 7,119百万円

・受取配当金 1,006百万円
・受取技術料 205百万円
・資産譲渡高 65百万円
・資産購入高 22百万円

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当 事 業 年 度 末 株 式 数
普 通 株 式 （ 注 ） 81,928株 20株 0株 81,948株

繰延税金資産
未払賞与 1,692百万円
未払事業税 966百万円
減損損失 252百万円
未払賞与に係る社会保険料 235百万円
一括償却資産の減価償却費損金算入限度超過額 130百万円
その他 606百万円

繰延税金資産小計 3,884百万円
評価性引当額 △385百万円
繰延税金資産計 3,498百万円

繰延税金負債
前払年金費用 △321百万円
資産除去債務相当資産 △14百万円
その他 △0百万円

繰延税金負債計 △336百万円
繰延税金資産の純額 3,161百万円

⒌ 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

③ 営業取引以外の取引高

⒍ 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加20株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

⒎ 税効果会計に関する注記
　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は次のとおりであります。
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種 類 会 社 等 の
名 称 所在地 資本金

( 百 万 円 )
事業の
内　容

議 決 権 等
の所有(被
所 有 ）
割 合 ( ％ )

関 連 当
事 者 と
の 関 係

取 引 の 内 容 取 引 金 額
( 百 万 円 ) 科 目 期末残高

(百万円)

同 一 の
親 会 社
を 持 つ
会社

富士通キャピ
タル㈱

東京都
港区 100 資 金 の

貸 付 なし 資 金 の
借入

営 業 取 引
以外 の 取
引

資金の借入 24,000 短期借入金 6,000

支払利息 12

・１株当たり純資産額 1,474円89銭
・１株当たり当期純利益金額 383円19銭

⒏ 関連当事者との取引に関する注記
兄弟会社等

（注）取引条件ないし取引条件の決定方針等
資金の借入については、借入期間および市場金利等を勘案して決定しております。

⒐ １株当たり情報に関する注記

（注）「2.会計方針の変更に関する注記」に記載のとおり、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年
３月31日）等を適用し、「収益認識に関する会計基準」第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っておりま
す。この結果、当事業年度の１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額はそれぞれ、7円73銭および5円02銭減
少しております。

⒑ 収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「8.収益認識に関する注記」に同一の内容
を記載しているため、注記を省略しております。

⒒ その他の注記
（追加情報）
（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積りについて）

新型コロナウイルス感染症の影響について、当社への影響は、事業や地域によってその影響や程度が異なるものの、売上
等への影響が限定的であることから、固定資産の減損や繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りに関して、当事業
年度末の見積りに大きな影響を与えるものではないと判断しております。
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